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Web 会議 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 滋賀労働局長挨拶 

 

 

３ 議 事 

（１）地域雇用開発促進法に基づく地域雇用創造計画について 

 

 

（２）その他 

 

 

 

４ 閉 会 
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第 11 期 滋賀地方労働審議会委員 
     （令和４年６月１日現在） 

 

 委員名 職業・所属団体等 役  職 備  考 

公 

益 

代 

表 

栗原
くりはら

 由紀子
ゆ き こ

 立命館大学経済学部 教授  

坂田
さかた

 雅夫
まさお

 滋賀大学経済学部 教授 会長 

手島
て し ま

 一宏
かずひろ

 日本放送協会大津放送局 局長  

西川
にしかわ

 真美子
ま み こ

 滋賀弁護士会 弁護士  

古川
ふるかわ

  政
まさ

明
あき

 滋賀県社会保険労務士会 会長  

松田
まつだ

 有
ゆ

加
か

 滋賀大学経済学部 教授 会長代理 

労 

働 

者 

代 

表 

池内
いけうち

 正博
まさひろ

 日本労働組合総連合会滋賀県連合会 事務局長  

大
おお

江
え

  彰
あき

宏
ひろ

 電機連合滋賀地協 事務局長  

上
かみ

出
で

 左也
さ や

香
か

 滋賀県教職員組合 書記次長 新任 

栗本
くりもと

 いづみ 日本労働組合総連合会滋賀県連合会 副事務局長 新任 

谷口
たにぐち

 一
かず

幹
とも

 ダイハツ労働組合竜王第２支部 支部長  

吉野
よ し の

 優
ゆう

香
か

 UA ゼンセン滋賀県支部 常任  

使 

用 

者 

代 

表 
大崎
おおさき

 裕士
ひろひと

 滋賀県商工会議所連合会 理事  

川添
かわぞえ

 智史
さ と し

 (公社)びわこビジターズビューロー 理事  

佐
さ

藤
とう

 祐
ゆう

子
こ

 
滋賀県中小企業団体中央会 
おごと温泉旅館協同組合 

理事長  

堀江
ほりえ

 啓子
けいこ

 滋賀県商工会連合会女性部連合会 副会長  

松田
ま つ だ

 善和
よしかず

 （一社)滋賀経済産業協会 理事  

村井
む ら い

 米男
よ ね お

 滋賀経済同友会 副代表幹事  

（五十音順）敬称略 



 

滋賀地方労働審議会労働災害防止部会委員 
（令和４年６月１日現在） 

 委  員  名 職業・所属団体等 役  職 備  考 

公
益
代
表 

西川
にしかわ
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ま み こ

 滋賀弁護士会 弁護士  

古川
ふるかわ

  政
まさ

明
あき

 滋賀県社会保険労務士会 会長 部会長代理 

松田
まつだ

 有
ゆ

加
か

 滋賀大学経済学部 教授 部会長 

労
働
者
代
表 

池内
いけうち

 正博
まさひろ

 日本労働組合総連合会滋賀県連合会 事務局長  

大
おお

江
え
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宏
ひろ
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上
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出
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香
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使
用
者
代
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ひろひと

 滋賀県商工会議所連合会 理事  

佐
さ

藤
とう

 祐
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子
こ

 
滋賀県中小企業団体中央会 
おごと温泉旅館協同組合 

理事長  

村井
む ら い

 米男
よ ね お

 滋賀経済同友会 副代表幹事  
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滋賀地方労働審議会家内労働部会委員 
（令和４年６月１日現在） 

 

委  員  名 職業・所属団体等 役  職 備  考 

公
益
代
表 

栗原
くりはら

 由紀子
ゆ き こ

 立命館大学経済学部 教授  

坂田
さかた

 雅夫
まさお

 滋賀大学経済学部 教授 部会長 

手島
て し ま

 一宏
かずひろ

 日本放送協会大津放送局 局長 部会長代理 

労
働
者
代
表 

栗本
くりもと

 いづみ 日本労働組合総連合会滋賀県連合会 副事務局長 新任 

谷口
たにぐち

 一
かず

幹
とも

 ダイハツ労働組合竜王第２支部 支部長  

吉野
よ し の

 優
ゆう

香
か

 UA ゼンセン滋賀県支部 常任  

使
用
者
代
表 

川添
かわぞえ

 智史
さ と し

 (公社)びわこビジターズビューロー 理事  

堀江
ほりえ
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けいこ

 滋賀県商工会連合会女性部連合会 副会長  

松田
ま つ だ

 善和
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 (一社)滋賀経済産業協会 理事  

（五十音順）敬称略 

 













































長浜市地域雇用創造計画案

現状

■長浜市の人口は約116,000人（R3(2021).1月）。総面積は681.02㎢で県下一。
■人口は2005年をピークに減少し、2045年に約91,000人、2060年に約80,000人まで減少する推計。
■R3(2021)年に、市北部の3地域が「過疎地域」に追加認定されるなど、急速に過疎化が進んでいる。
■人口の社会的減少は「20代女性層」が最も多い傾向にある。若年層の市から転居したい理由は、「希望

する仕事や職場がない」がトップ。労働力人口の減少が進んでいる。
■地域経済の景況感として、主要産業である「製造業」を中心に、R2(2020)年はコロナ禍による落ち込み

があったが、再び回復傾向にある。慢性化する人材不足の解消が急務である。
■雇用情勢も同様で、R2(2020)年度は有効求人倍率が1を割る状況が続いたが、R3(2021)年度は回復基調。

課題

■地域の持続性維持につながる「若者や女性層」が、地域や地域企業の仕事に魅力を感じて働き、住み続
け、安心して家族と暮らしていける環境づくりを進める。

■雇用創出の面では、人材に対し、マッチする魅力的な雇用を積極的に生み出す事業所を見出し育てる。
■人材育成の面では、需給ギャップが大きく女性の求職者が多い「一般事務職」に対して、スキルアップ

での専門職化を図るとともに、企業実習などを通じて他職種の理解を深め、希望職種の幅を広げる。
■マッチングの面では、オンライン・オフライン両方の利点を活かしつつ、参加者が行動変容に至るまで

のプロセス検証を行いながら、アウトプットとアウトカムを創出する。
■事業を通じて、慢性化する人材不足の解消につなげる。
■産業振興のあり方を示す「長浜市産業振興ビジョン」では、「時代の変化に対応した新たなビジネスの

変革」、「産業分野の拡大や生産性の向上による産業の高度化」、「深刻化する企業の人材不足解消」
を課題としている。



長浜市地域雇用創造計画案

計画案の概要等
＜事業タイトル＞ やさしさと進取の気風で選ばれる「ながはま」（機会を生かし維持進化し続けるまち）
＜事業実施区域＞ 長浜市
＜地域分類＞ 雇用機会不足地域
＜事業実施主体＞ 長浜地域雇用創造協議会
＜計画期間＞ 厚生労働大臣の同意を得た日から令和7年3月31日まで
＜重点分野＞

(１) 重点的に魅力ある雇用の創出を図る分野 製造業、地域資源、デジタル技術活用分野
(２) 重点的に働きかけをおこなう求職者層 女性、若年層

＜事業の柱となる主な取組、特色＞
(Ａ) 事業所の魅力向上、事業拡大の取組

・雇用拡大が見込める成長分野でのシーズ紹介とプロジェクト創出（ＩＣＴ・ＤＸ・フードテック等）
・女性や若者視点での企業の働き場所改革や、創業(希望)者向けの業種業態別経営ノウハウ講習会
・雇用創出効果の高い地域資源活用と農福連携等の分野融合型ビジネスの伴走支援

(Ｂ) 人材育成の取組
・子育て中の女性を対象としたスキルアップ講座・若者と女性視点でのものづくり改善ワークショップ
・求職者ニーズの高い「事務職」に焦点を当てた事務スキルレベルアップ講座

(Ｃ) 就職促進の取組
・情報発信とともに、上記Ａ・Ｂ関連の企業・人材のマッチングを実施

＜アウトプット指標 (3年間)＞ 134社 365人 ＜アウトカム指標 (3年間)＞ 123人
＜目標の達成状況に係る評価＞

毎年、長浜地域雇用創造協議会が企業や求職者等へアンケート調査等を実施し、事業を評価。
アウトカム指標の達成状況等を基に分析・評価。各事業の進捗は月1回のミーティングで情報共有。


